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　委員会では、幸区、多摩区、麻生区から、3つのテーマに関する主な取組事例と今後の方向性などについての報告があり
ました。

　第５回「川崎市自治推進委員会」が、平成23年10月17日(月)に開催さ
れ、「区における市民活動の拠点」「市民提案型事業」「第３期区民会議
の取組状況」の３つのテーマについて事例検討を行い、今後の区役所
がめざす方向性について議論を行いました。

区役所の取組について

地域資源としての学校施設の有効活用（幸区）

区民活動支援施設における市民主体の運営体制の整備
（多摩区）

ＮＰＯによる「市民交流館やまゆり」の運営（麻生区）

「参加・協働の拠点としての区役所」に関する取組事例について審議しました。

市⺠活動の拠点

市⺠提案型事業

第３期区⺠会議の取組状況

受託終了後の事業展開について、提案段階から継続的
な協議を行う。（幸区）

提案の審議会に、区内の大学から、学識者が審査員とし
て出席する。（多摩区）

福祉、町内会、コミュニティの3種類の提案型事業を実
施している。（麻生区）

審議過程における課題解決につなげるための調査活
動等の実施（幸区）

フィールドワーク等の実施、専門家からの意見聴取を踏
まえた検討（多摩区）

公募委員の多さを活かした、幅広い地域課題について
情報を共有しながらの取組（麻生区）

ケーススタディ実施結果を踏まえた学校施設有効活用
の検討（幸区）

市民主体の運営体制の支援、団体同士が相互支援を行
う仕組みの構築（多摩区）

市民館、区社会福祉協議会との連携のあり方などの再
構築、事業実施等の調整（麻生区）

応募時期、テーマの柔軟性を持たせるなど、自立的な
活動ができる環境づくりを行う。（幸区）

提案団体を増やす取組として、大学生のグループ等へ
の働きかけなどの検討を行う。（多摩区）

より広い分野、地域、規模での展開を可能にする「地域
課題解決型提案事業」を新設。（麻生区）

区内各地区での出前講座・意見交換会の開催（幸区）

審議内容について、より広く区民の意見を聞くためのフ
ォーラムの開催（多摩区）

課題抽出、審議テーマ選定にかかる期間の短縮に向け
た運営方法の見直しの検討（麻生区）

市民交流館やまゆり

審査会の様子

地域での調査活動
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次回の委員会日程
　　第3期自治推進委員会報告書について　

※ 傍聴が可能(先着10名)ですので、興味のある
   方は、ぜひお越しください。

平成24年2月15日(水)17:00～18:30
川崎市役所第3庁舎　第2会議室

意見交換

　３つの区からの事例報告を受け、「市民活動支援コーナーや市民提案型事業の充実に対する市民のメリ
ットは何か」「紹介された取組が、地域活動・市民活動を支援できているといえるか」などの視点から、委員が
自らの活動体験などを踏まえて意見交換を行いました。

【議題】 

市民活動の拠点については、利用団体
がどう思っているかなど、ニーズを的確
に把握していくことがより必要になって
いくのではないか。また、市民が意欲
的にやることによって、当初の目的から
外れていくということもあるので、内省
的に振り返りをしていかなければいけ
ない。一方、行政は大きなビジョンを示
すようなことがあってもいいのではな
いか。

市民活動の拠点には、身近さも大事。
民間のコミュニティカフェなどをブラン
チとして位置づけて、市民活動支援の
手伝いをしてもらうなど、身近さを確保
する工夫も大事だと思う。

区民会議で審議されていることについ
て、団体推薦の委員が、自分の団体に
とってどういう課題になるかということ
をフィードバックすることが重要。

提案型事業の申請には、必ず相談した
いことが伴う。活動拠点の相談業務と
支援事業をリンクさせていくと、提案型
事業も使いやすいという評価になって
いくのではないか。実態に合わせて具
体的な機能をどう生かしていくかとい
う工夫が今後の課題。

私は、市民活動拠点と市民提案型事業
の充実を一体的に捉えている。提案型
事業を市民が主体的に、行政と協働し
ながらやっていく上で、公的な居場所
として、市民活動拠点が市民にとって
不可欠な機能を持っている。

区民会議では、課題をどうやって決め
ていくかというところで時間がかかる
のが各区共通の課題。地域課題という
のは1年や2年で解決できるものでは
ないので、期ごとの独自性は必要だと
思うが、どうやって発展的に継続してい
くかというところをもう少し大切にして
いけるようにテーマ設定の仕方を工夫
したほうがいい。

提案型事業で実施したものを区民会
議で検証、評価するような、提案型事業
と区民会議とのリンクも考えられるの
ではないか。

空き教室が生涯教育の場になって、子
どもと一緒に勉強ができるだけでなく、
子どもたちへの良い影響もあり、そう
いう意味でも学校を開放してくれたら
すごくうれしいと思う。子どもたちがス
リッパを並べて私たちを迎えてくれる
ような、そういうふれあいがいいと思う。

活動拠点のスタッフにもジレンマがあ
って、それは「施設貸し屋」になってしま
っているということ。施設の稼働率を上
げるなど、目に見える数字で説明して
いかないといけないという行政側のジ
レンマもあり、施設の設置目的に対す
る評価をどうするかが課題。

区民会議は、実にいろいろな分野の人
たちが一堂に会して区の課題を話す。
異なった分野の人たちが集まって議論
する場を大いに活かし、どうネットワー
クとしてつなぎながら信頼関係をつく
り、いい議論ができるようになるにはど
うするかということを考えるのも行政
の役割だと思う。

名和田委員長 守田委員 大下委員池田委員髙木委員 谷本副委員長 阿部市長

主な意見の内容
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